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　争議行為の一方法としてのボイコットが適法か違法かを考究するには現法制度下における比較検討も必
要なことであるが，それが歴史的にいかなる社会的経済的事由によりどのように変化し発展していったか
を追求しさらに裁判所はいかなる判断を形成してきたかを加味すべきである。ここにおいては最も多くの
ボイコットを経験したアメリカの判断基準とその時局における社会的背景を明らかにすることに留め，将
来，争議権について，プラスαの権利をもつ我国におけるボイコット法理論形成に対し，それはいかなる
位置をしめるべきかを研究するため，本論においてはアメリカにおける労働運動の歴史とボイコットのし
めた役割とターハー法改正下のボイコット，それに附随するピケッティングに関する判例について考察す
る。
一　労働騎士団とボイコット
　アメリカにおける労働運動の歴史においてボイコットが主要な武器として争議に使用されたのは19世紀
後半における労働騎士団（Order　of　The　Knights　of　Labor）であるといえる。この時代になぜそのよう
なボイコットが多数行なわれたかを明らかにするためには19世紀後半におけるアメリカの労働運動は当然
のことであるが，さらにその経済的，社会的分野との関係を明らかにする必要がある。
　1861～1865年に行なわれた南北戦争が終ると市場の拡大と工業の発達により市場と生産規模の変化がお
こり，またアメリカの労働問題にたえず影響力をもった膨大な移民が流入され熟練・不熟練の労働者は両
方とも不安な地位におかれた。さらに労働者の苦情の種になったものに物価騰貴があり，賃金はこれに追
っくことができず，実質賃金は10年間戦前の水準に回復しなかった。さらに軍需生産に影響をあたえるス
トライキは軍事規則によって禁止され，また労働者が会社売店で買い物をするよう強制される会社売店為
替といわれる賃金支払い方法も不安の原因の一つとなり，さらに自作農場法（Homestead　Act）も移民に
与える前に退役軍人を救済するだけのものとなってしまった。このように労働者には不安の時代であっ
た。しかし1873年～1879年にわたる長期間の不況による苦難に比すればほんの小さな不安であったといえ
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る。1873年の金融恐慌に続いて数年間にわたり産業は沈滞し，生産量は約3分の1に減少した。1873年～
74年にニューヨークでは労働者人口の4分の1が失業した。アメリカ史上において1930年代の不況を除け
　　　　　　　　　　＋ばこれほど直接的影響が激烈でその結果がいつまでも続いた不況は例をみないほどであった1）。南北戦争
中より労働者たちは一時的に瓦解した労働組合を復活させるための努力はしたが，多くは失敗してい
る2｝。アメリカの労働運動全体を代表するような妥当な主張を掲げた組織がまったく存在しない時期がこ
の不況時においてやってくることになった。
　また全国規模の労働組合も組合員の脱退に悩んでいた。1870年初めにあった約30の全国規模の組合は8
－・　9になってしまい。厳しい経済的窮迫と組合の欠如という状況により，暴力行動が多数発生した。
　ペソシルバニア鉄道では経費節減が激烈なストライキと暴動を引き起し，ピッツバークの暴動では組合
員の死者26人を出している。バルチモァ・オ・・イオ鉄道においては1877年賃金切り下げにより，自然発生
的なストライキが起り軍隊の出動によりようやく鎖圧したほどであった3｝。
　しかしこのストライキはアメリヵ労働者に階級的団結意識を認識させる触媒としての役割をはたしたと
いえる。
　これらの事件は4つの異なった影響をもたらしたが，その一つにペンシルバニア州の秘密結社，労働騎
士団（Knights　of　Labor）への関心が高まったことをあげることができる。
　労働騎士団は1870年代の不況以前に起源を有するが，この組織がにわかに全国を舞台に発展し出したの
は直接には不況に原因がある。これはブイラデルフイアの瓦解しかかった外套裁断工共済組合の組合員数
人によって設立され指導老はユライス・スティーバンズであり騎士団の支部は地区集会（Local　assembly）
と呼ばれそれが5以上集まり地方本部である地域集会（District　assembly）を形成し，その上に，大集会
（General　assembly）があり，ここで騎士団を監督していくための執行委員を選任した。初期においては，
単一の職業従事者に限られていたが，後に種々の職業の労働者の集まり，または職業の区別なしの集まり
である「合同集会」（Mixed　assembly）4）もできている。
　その後不況による労働組合の崩壊に乗じて騎士団は急激に成長をとげた。労組員が組合員であるために
簡単に処分されるような時勢においては騎士団が秘密結社だったことは大きな利点である。1878年に規約
を採択し諸々の目的や全会員に会費を課すことなどをきめ1881年（組合員1万9千人）秘密性をほとんど
脱ぎ棄てた後1885年には11万1千人に増加した。1885年に騎士団の働きによりフオラソ法（Foran　Act）
を成立させたが，これは，彼らを圧迫する請負労働者をヨーロッパから連れて来た者への罰則を定めたが
規定の不備により脱法され実効はほとんどなかった。第二代会長バウダリになり，彼はストライキよりむ
しろボイコットを強情な使用者に対する常用武器とすることにより，1880年代初期における発展に大きな
貢献をなした5）。
　以上のような背景のもとにボイコットがアメリカ労働運動における主要な武器となったのであるが，そ
の理由としていくつかあげることができる。　　、
　（ユ）　として1870年代は全国的労働組合の崩壊により，組織的組合活動が事実上不可能の状態にあったと
き1騎士団が組織を確立していたこと
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　（2）1877年のバルチモア・オハイオ及びペソシルバニア両鉄道事件のように，使用者の横暴があり，組
織することによりそれを食い止めること，すなわち組織が有益であるという認識が高まり，さらに労働者
を組合に引きめ止ておくために少ない組合費で有利に争議を行なうのにはこれが最も適した活動方法であ
ったということo
　⑧大量の移民による労働者の増加にともない労働力を使用老が得られやすくなり，スト破りが容易に
なったこと。
　④　騎士の特性すなわち，今まで組合に入ったこともなかった小売店や農業経営者，さらに熟練工，非
熟練工などの合同的な労組であるため運動の未経験者が多数おり，ストライキは十分に行なう力を持って
いなかったこと。
　⑤　したがってストライキと同様な打撃を使用者に与えかつ資金のかからない争議としてボイコットを
採用しなければならなかったことなどをあげることができる。
　初めは各地方ごとに地域集会がボイコットをする権限をもっていたが，その後，中央執行委員会がその
権限をもつようになった。なおボイコットが多く行なわれた企業は衣料店・酒場・ストアー・飲食店など
に対して多く効果的であって，消費者としての全労働者の力が生産老としての彼等の地位を維持すべく動
員されたといえる。
　1886年には70万人になり，このことが騎士団の威信をたかめ多くのボイコットが成功していった。しか
しボイコットは必らずしもあらゆる産業に普遍的に有効なものでなかったので，ストライキを行なうこと
になったが中央委員会が分外のストライキを決定し，それが失敗に終ったこと，さらに他の全国組合6）が
発展し，とくにAFLが主流となり，騎士団は種々の不利な事件に捲き込まれたりして，19世紀末にはま
ったく名のみに存在となっていく。
　なおこの年代に騎士団以外の全国組合による主なボイコットにおいて活版工組合と葉巻工組合だけが成
功しているにすぎない7｝。
　　1）　Henly　Pelling，　American　Labor，1960，　p．47～49．
　　2）地方組合（Local　union）が都市同盟（City　Federation）や労働集会（Trades’assemblies）として結成され、さ
　　　らに北アメリカ国際産業集会（lnternati・nal　lndustrial　Assembly　of　North　America）の結成につとめたが失敗し
　　ている。
　3）　Henly　Pelling，　Qp．　cit．，　p．55．　　　　　　　　　　　．
　4）　これは日本で今成長している合同労組と同じような形態をもっている。またイギリスのジエネラル・ユニオン
　　　も以だ組織であるといえる。なおこれについては，H．　A，　Cleg9，　General　Union，1954が参考になる。
　5）　Henly　Pelling，　American　Labor，1960，　p．56，59～61．
　　6）全国組合に関してはJonathan　Grossman，　Williamsylvis，　Pioneer　of　American　Labor，1945，
　　7）　Henly　Relling，　op．　cit．，　p．62．
二　A．F．Lとボイコット
　ゴンバーズ（GomperS）の統いるAFLは結成後，騎士団とともに，また独自の労働争議においてボイ
コットを行なっていた。
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　1893年以後は騎士団にかわってAFLがボイコットの主流となる。しかし一般的目的としてはAFLは
ボイコットを抑制する方向に進んでいたといえる。その理由は，AFL以外の全国組合である騎士団の勢
力を抑えることによって，自からの力のより強力な集結を計り，AFL自体の組織力が充実しストライキ
に十分たえうる力を持っていたこと，だからなにも好んでボイコットを行なう必要はなかった。それと世
論や裁判所においてもボイコットの濫用に反対する空気が表われ始めていたことさらに使用者側からのボ
イコット対抗運動が活発化し，ボイコットをした組合員を団体加入使用者は雇わないとか，これをされた
使用老を皆で援助するなどを行なった。
　しかしこの間ボイコットが減少したとはいえない，だが，裁判所や諸事情により失敗するものがでてく
る。プルマン会社（Pullman　Palace　Car　Company）に対するボイコットは失敗に終っている1｝。
　1902年ごろから使用老はオープン・シヨップ制を復活させる運動を強力に進め市民産業連盟（Citizens’
Lndustrial　Association）を作り労働者に対する全面的反撃を開始した。このような背景のもとに反ボイコ
ット運動も当然使用者側の目標の一つとなり，同年10月，アメリカ反ボイコット連盟（American　Anti－－
Bayoett　Association）を結成し，世論の支持をえるため新聞放送を通じ，宣伝活動を開始し，ボイコット
事件を法廷にもち出し勝利をえるべく費用をつぎこみ，ボイコットを不当にする立法制定について議会に
働きかけた。
　裁判所は1903年ごろから重要な判決を下しつづける。この年，コネチカット州にある帽子製造企業であ
るD・E・ローブ・アンド・ダンブリー会社は帽子工組合の役員と組合員を相手にして，総額24万ドルの
損害賠償訴訟を起した。これは会社の製品に対するボイコットによって生じた損害の倍の額を，シヤーマ
ン法にもとずいて要求したものであり，1908年2月最高裁判所はこの告発がシヤーマン法によって正当化
されるとして，その後陪審員は請求された損害賠償の全額を認めた。判決では組合員の責任についてシャ
マン法の適用下にある事件を認証して，それに加わっていたのだから責任があるとした。これによりアメ
リカにおいてのボイコットに対する判例は一貫した流れに向っていく重要な契機となる。これはAFLの
労働争議に対してかなりのショックをあたえたといえる。
　さらに1907年・ミックス・ストーブ・アンド・レソジ会社（Bcuks，　Stove　and　Range　Campany）2）が直
接ゴソバーズその他のAFL役員を相手として起したもので，この会社は自社の名前がAFLの月刊誌ア
メリカソ・フエデレーシヨニスト（American　FederationiSt）に発表された「不当リスト」（Unfair　list）
のなかにのっていることをみつけ，AFL役員に対する差し止め命令を獲得した。しかし彼等はこれを無
視し再度この会社をリストにあげた。その結果，1909年に法廷侮辱のゆえに召喚され，ゴンバーズは投獄
を宣告され，後に取り消された（1914年）が数年間の刑がいい渡された3）。
　ここで裁判所は会社を不当リストにあげても力をもっていないが組合全体として一せいに実行するとい
う合意は一種の力であり，個人のもつミ言論の自由“を超すものであるから，これは不法であるとした。
したがってボイコットの予告であっても違法と判じたことになる。以上のようにAFLのあいつぐ敗北に
よりボイコットは争議の相手方と取引きする第三者に対して何等かの経済的または社会的圧力を加えるこ
と，さらに加工拒否取扱拒否なども違法とするにいたる。
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　1914年のクレートン法（Claytan　Act）が制定され労組は通商を阻害する不法団体もしくは共謀ではな
く差し止め命令の適用範囲をせばめたごとく思われたが（20条）1921年のデソプレックス事件4｝における
判決によって一次ボイコットは適法であるが二次ボイコットはたとえある全国組合がその支配のどこかに
援助をあたえたような場合であってもなお違法であると判決した。その後はこの判決の主旨が主流となり
クレートソ法下にあっては合法的ボイコットはいかに限定されたものであるかを判例は示しており，平和
的ピケッテイングの限界をも厳重に定義した。その限界は違法ストと同じ理論によっている。たとえば正
当な労働組合活動の範囲を起せぽ違法，第三者（中立使用者）をボイコットすれば違法，共同不買，労働
協約を守らせるため，第三者説得等によってのボイコットは合法，そのほかの宣伝行為はそれが平穏に平
和的に実行されるならば適法であるとしている5｝。
　ボイコットを集団的な武器であるとした裁判所の方向は，これを禁止すべきであるとする結論にほぼ達
したといえる。AFLもボイコットを公然とは使用することをやめていき，ターハー法8条により，少し
のぬけみちはあったとしても6）かなり全面的に禁止されることになる。
　　1）　Stephen　J．　mueller，　Labor　law　and　legislation　in　re　Debs，　Section　25，　p．155．
　2）　この会社の社長はのちに反ボイコット運動の主力の1人となり全国製造業者連盟会長にもなる。
　3）　Henly　PelIing，　American　Labor，1960，　p。92，100．
　4）　Duplex　Printing　Co．　v．　Deering，254　v，　s．443（1921）．
　5）　この時期におけるボイコットに関する各判例はStephen　J．　Mueller，　Labor　law　and　legislation．　p．255～278に
　　1917年～1942年までのケースがある。
　　6）四の（1）で述べるがAlan．　K．　McAdams，　Power　and　Politics　in　Labor　Legislation，　P．51．1964にある。
三汐フト・ハートレー法とボイコット
　第二次大戦後アメリカにおける労働運動はにわかに活発化していった。
　これは大量の戦時契約が解約され多数の労働者が職を失い，女性は臨時の職を失い，物価は上昇をつづ
け家庭の収入は減っていき，その結果ストライキが続発し自動車，電力業，肉カン詰業などで大規模なス
トライキが発生し，工業生産は一時減退した。
　さらに直接政府を捲きこんだ大ストライキが起った，炭鉱と鉄道である。
　運転手友愛会（the　Operating　Brotherhoods）はトルーマンの職権を無視したので，職場復帰を強制
する緊急立法を議会に要請するというところまでいって組合はやっと屈服した。1946年夏は大ストライキ
が連続して起り，物価騰貴が組合の獲得した利益をすぐ帳消しにしてしまうので，ストライキはきりがな
く続くことになった。
　これら一連の労働争議はすべて不法なストライキではなかったが，労働組合にとって不幸なことに世論
の支持を失う結果となった。産業は混乱し，ストのあとには物価騰貴が続いたため世論はスト労働者とそ
の指導者を非難しはじめることになり，そのほか強大な労組の勢力，縄張り争い，腐敗行為，組合内の派
閥主義特に共産党員の党派心などについても世論の敵意を招く原因となる1）。
　その結果上・下両院は1946年ケース法案（Case　bill）を通過させた。これは労働争議に「冷却期間」
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（Cooling・off　period）を規定し，二次ボイコットを禁止することにしたが大統領の拒否権によって無効に
された。そして，同年11月の選挙で議会勢力は共和党の進出でさらに保守的になり，1947年6月タフト・
ハートレー（Taft－Hartley　Act）法が提出されトルーマソの拒否権にもかかわらず議会を通過した。
　ターハー法はその第8条（b）④に労働者の争議行為に重大な制限を及ぼす規定をした。
　これは組合または代理人が他の被用老を勧誘奨励してボイコットまたはストライキを行なおせることま
たその目的を達成するためにピケッテイングを行なうことなどを労働者の不当労働行為とした。この条項
は二次ボイコットを全面的に禁止しようとして規定したものであったが制定後の判例はその不十分さをい
くつかあきらかにした。
　したがって，使用者側からみてこれによって二次ボイコットを完全にしめ出してしまおうとする意図は
各種のぬけ穴と徐外例によって目的を達成されなかった2｝。
　それは以下のごとき場合である。
　もともとストライキは一次ボイコットである。労働者は使用者に彼等の労務を供給することを拒絶し同
盟罷業者はまた使用者の商品を購入することを拒絶できる。もし同盟罷業者が自分達の使用者の商品の購
入から，彼等を防ぐために，個人のグループあるいは別の使用者に強制をもたらしたならば，これは二次
ボイコットであり，ターハー法のもとで禁止する不当労働行為になりやすい。もし違反すれば第10条J以
下によって差止的救済措置（lnjunctive　relief）または暫定的制止命令（Temporary　restraining　order）
をうけて，第30条によって損害賠償責任を負うことになる2）。
　条文は細かく書かれているが，その後の裁判所の判断によると，いくつかの法に包含されない二次ボイ
コットがある。
　まず第一に，裁判所はt労働者を勧誘奨励するミ（induce　or　encourage　employees）という条文の言句
は（使用老の商品を購入することではない）労働者をその対象としていることを明細に記してある，使用
者ではないのである。だから直接に他の使用者に対して組合によって圧力強制をもたらすことは適用外で
あるとした。したがってこの二次ボイコットを実行でき，不当労働行為ではない，と判断した3〕。第二に
条文中の≒集団拒否ミ（concerted　refusa1）という言句は（使用者と取引することあるいは使用者の商品
に）不当労働行為と判決するためには特に禁じられた行為を行なうための1グループである労働者による
拒絶を必要とすべきであって，個人労働者による拒絶ではないのである。
　さらに第三として，条文中k就業中ミ（in　the　course　of　employment）という語句は彼等が仕事に従
事している間に作業を始めなかったかぎりは仕事を引受けず，また受諾しないと確信させる労働老の常套
手段に対して特に適用することはないと裁判所によって判決された3｝。法廷解釈から生じる上記の逃げ道
に加うるにこの条項の規定に別の除外例が存在していた。農業労働者と鉄道労働法4｝の確定的問題はター
ハー@の規定の適用範囲から特に除外されていたことである。
　法によるご移動ピケッテインコ“n実施のNLRBによる承認（いかにして，ピケッテイングが生産地か
ら販売地に会社の製品についていくか）は一次使用者の商品の販売人強制のこのタイプを生じさせた。こ
れはNLRBにより承認されたのなら販売人を強制してもよいことになるから，実際にそれがあったとい
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うことであり，その場合違法な二次ボイコットにはならないことになる。
　つぎに使用老がミ不当“を行なう組合によって宣言した商品処理をしないことをあらかじめ同意する不
正貨物（hot　cargo）契約をあげることができる。これも今一つの除外例である。このことは組合が使用
者と労働協約や約束により組合が宣言したならば商品や原料などの取扱いをしなくてもよいということを
あらかじめ定めてあったなら条文に不当となっている事項も実行してよいということである。これは力の
ある組合ならもつことができる。
　以上のごとく多くの二次ボイコットはターハー法の禁止令の範囲を超えて存在することになった。これ
に対して経営者グループは当然に反撃にうつり，これらの徐外例すべてを不当労働行為とすべき運動を活
発に開始することになる。
　　1）　Pelling，　op．　cit，，　p．153～156．
　　2）Alan　K，　McAdams，　Power　and　Politics　in　labor　Legislation，1964，　p．51～52．
　3）McAdams，　Power　and　Politics　in　labor　Legislation，1964，　p．52．
　4）鉄道に関する特別の問題や鉄道労働法の歴史及び判例についてはMueller，　Labor　Law　and　legislation，　Chap－
　　ter，10　p．599～658に述べられている。1956．
　5）McAdams，　op．　cit．，　p．　68～70上院での審議過程はp，133．
四　労使報告公開法とボイコット
　ターハー法制定の後，世論の動向は組合の行状に対し一層厳格な規制を加える方向に向っていた。しか
しだからといって組合の力が衰うえはしなかった。
　1953年8月にAFLとCIO間に不可侵協定が調印され，それまでの縄張り争いや共倒れの斗いによる
不利益をなくし，1955年にはアメリカ労働総同盟・産業別組合会議（AFL・CIO）が成立しアメリカ
労働運動はいままでのいかなる時期よりも運動全体を完全に代表する統一体をもっことになった。
　しかしAFL・CIO下の組合の腐敗行為が各所にあり，倫理的実践委員会はこの除去に力をそそぐこ
とになる。だが委員会は証人を召喚できなかったので証拠の量も少なく，かなり困難な仕事であった。
1957年にはこれらの腐敗行為について合衆国上院において，ジョン・L・マクレラン上院議員を議長とす
る「労働または経営の分野における不正な行為に関する特別委員会（Select　Committee　on　Improper
Activities　in　the　Labor　or　Management　Field）の設立によって追求されることになる。
　この委員会で行なう内容は労働組合の運営および労使間題にひそむ圧制，腐敗，不正を扱ったものであ
り，多くの労働組合の不正が発見されている。その中で一番大がかりでひどいものはチームスターズ組合
である。組合員120万をもっ大労組であり，その組合長でAFL・CIOの副議長の1人であるデイブ・ベ
ックは所得税の脱税と不法な電話盗聴のかどで告発され，その地位を退きチーム・スターズはAFL・C
IOを除名される。次の組合長ジエームズ・R・ホッファは暴力団と結び組合内における支配権を強め不
正・背任・所得税法違反などにより摘発される1）。　これらの不正行為による組合内の独裁体制広範な汚職
暴力団とのくされ縁は実際にはごく一部の組合だけの問題であり，著名な会社の経営者達も一緒に含まれ
ていたのにもかかわらず，人々に労働運動全体に対する疑惑の目を向けさせる結果を招いたことは疑いな
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い2）o
　これにより公正な労働運動指導者及び組合は立法の分野においても守勢に立たざるおえなくなり，ワグ
ナー法当時の有利な政治情勢に立ち返へることは全く遠くなり，1950年代の議会は共和党と民主党保守派
の連中が牛耳るようになった。これと同時に経営者グループはすべての二次ボイコットを不当労働行為と
するために前述のぬけ穴を狭めることを希望し，さらに組織的ピケッテイング活動に制限を加えることを
希望した。これらがどのように使用者側にとって不利になるかといえば，もし与えられたビジネスにおい
て労働者を組織するための役割として組合が組合を認めさせるため使用者を勧誘するため・強制するため
に，ピケットラィンを使用したとすれば，その実行は組織上のピケッティソグとして識別される・この
ような組織的ピケの効果はたびたび境界線を横切ることを拒絶するために他の組合の行動に頼ることにな
る。もし他組合がピケットラィンを横切ることを拒絶するならば，そのビジネスは原料の配達と必要事務
あるいは，小型トラックなどを中断することができ，さらにピケが第二次すわり込みストに広げられるな
らば（一次使用者の得意先）組合の運動の経済的影響は拡大されることができる3）・このような拡張の一
方法は団体交渉協約の不正貨物，あるいは不当商品規定になるため，二次ボイコットと組織的ピケッテイ
ングは相互関係がある。したがって二次ボイコットは，組合の支配による強力な経済的武器となるととも
に，未組織労働者を組織するためにも組合に役だつ効力ある道具でもあったといえる％それとともに，
これらを組合が誤用したり，いきすぎたりしたこともたしかにあったため，経営者側からみればおもしろ
くないものとして反対する。
　経営者グループは，二次ボイコットを立法的に除去することを要求するための委員会を形成した，1951
年には経営者の少さなグループが二次ボイコットの法的変更をはたらきかける非公式の組織を作っている
資金は自主的であり，多少は合衆国商業会議所から援助を受けていた。これが二次ボイコット委員会とし
て知られるそれである。
　まもなく，委員会は全国商業会議所に併合され，二次ボイコットと同様組織的ピケッテイングの分野の
禁止立法化の運動を全国的に拡げていく，その手段として，世論のリーダー（雑誌・新聞・編集者・有名
人・教育者等）そして議会のリーダー・実業界を味方にするべく活動を続け，委員会は情報資料を地方会
議所の二次ボイコット会議により多く供給された。
　委員会の組織は議会に対する運動に専念するための立法小委員会（the　Subcommittee　on　Legislation）
そして一般大衆を目的とする活動を支配する公衆関係小委員会（the　Subcommittee　on　Public　Relations）
よりできており，立法小委員会は法案を立案し議会のメンバーを通して提出させる仕事をしており，上院
議員カール・クリテイスは二次ボイコット委員会法案の草案を上院に提出するべく活動し，委員長H・S・
スティールはミ暴虐ケースミ報告のコレクションに力をそそぎ，運動を着々と進め最初の4年間政府はこ
れをあまり問題にしなかったが，その後世論が変化し，ワシントン・ポストはその見解を変え，ST・ロ
ウイスロス・トーデイスパッチも同様に見解を変更した。
　経営者側が最も力を得ることになったのは，上院のマクレラソ調査報告（1959年）によって起った宣伝
を結合したとき，ボイコット・プログラムは目的とした方向に公衆を指導することができた5）。
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　1959年夏世論は立法措置を要求，上下両院6）はついに，下院議員ランドラムとグリフインの提案となる
強硬な法案とケネディ上院議員と，その同僚の比較的進歩的な改革思想との妥協の産物である措置に賛成
した。これが労使報告公開法（The　Labor，　Management　Reporting　and　Disclosure　Act）である7）・そ
の内容は一般的にいってAFL・CIOにとっては厳しいものであって，組合の選挙手続・財政上のすべ
ての問題の監督に間する詳細な規制があり，あらゆる二次ボイコット及び強制的ピケッテイソグは禁止さ
れ，これまで法の及ばなかった事件（NLRBによって処理されなかった）にも各州の管轄権をあたえ
た。
　　1）マクレラン委員会の調査過程についてはR・bert　E　Kennedy，　The　Enemy　Withinに事実が細かく発表されて
　　　いる。なお横堀・波多野共訳ts内部の敵ミあり。
　　2）　Pelling，　op．　cit．，　p．167．
　　3）　Alank，　McAdames，　Power　and　Politics　in　Labor　Legislation　p・53，1964・
　　4）Alank，　McAdames，　op．　cit．，　p．53
　　5）　Alank，　McAdames，　op．　cit．，　p．68～69，71．
　　6）上院の活動についてはMcAdams，　P．　133以下AFL・CIOの動きについてはP・166以下にある。
　　7）このとき提出された草案であるLandrum－Griffin　BillとShelley　BillとKennedy　Bill及びCommittee　Billの
　　　内容はMcAdames，　P．190～191にある。
（1）改正ター・バー法8条（b）（4）（i）（ii）B
　労使報告公開法の制定によりター・バー法第8条は改正されは，二次ボイコット禁止に関する条項は以
下のごとくである。
　8条（b）④の（i）はヒ製造・工程・輸送または別の方法による処理，またはいかなる商品の仕事・物品・
原料・必需品または，いかなる業務を行ない，使用するための雇用中におけるストライキまたは拒絶を通
商に携わり，または産業に影響をあたえる通商に携わるいかなる老によって雇用された者に従がわせるこ
と，または勧誘すること，奨励すること“（ii）通商または産業に影響をあたえる通商に携わる，いかなる
者を威嚇・強制し・制止すること，そしてどちらの場合にもそれを目的とする。以上は労働組合またはそ
の代理人の不当労働行為である。
　8条（b）④（i）（it）のBは，　First　Clause（B）k他の生産者もしくは製造業老の生産物の使用・販売・処
理・輸送・その他の取扱を止めさせ，もしくは，他の者との商取引をやめさせるためどんな者をも強制
し，もしくは要求することミSecond　Clauseミ労働組合が第9条の規定により，被用者の代表として認証
されていないにもかかわらず，その被用者の代表として労働組合を承認させ，または交渉させることを他
のいかなる使用者に対して強制し要求することこれらは労働組合，またはその代理人の不当労働行為であ
る。但書としてkこの条項（B）に入るものはなんでもが，不法となると解釈されるべきではない，そして
それは別の方法一次ストライキや一次ピケッテイングでは不法でないミと規定している。なお8条（e）は不
正貨物契約禁止条項である。
　この条項はストライキの影響が特に指名する使用者と商取引を止めることを使用者にさせるという証拠
を要求しない。したがって証拠が指名されない，使用者と商取引の停止を引き超すことを指摘すればそれ
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で十分であるといえる1）。しかし一般の局は，特に名指した二次使用者にピケットすることを組合に禁じ
るよう命令している2）。
　以下ター・バー法が改正になったあとの二次ボイコット及びそれにともなう，強制的ピケッティングに
関する局及び裁判所の態度について概観する。
　中立使用者に対するピケッテイングについて，取引の中立使用者の建築物に対するピケットラィンは，
ピケッティソグ組合と提携する中立労働者の不法勧誘を必ずしも構成するものではない，労働者が働らか
ないことを勧誘されたのではなく，入場ピケットをしたことは一般に得意先によってだけ使用されたので
あって，労働者あるいは救助者に頼ったものではない，組合がスト中の会社生産品を買わないことを得意
先商店に頼む様子で，商店にピケットをした中立労働者の不法勧誘でわないと局は判じている％
　つぎにどのような組合の行為が8条（b）④の（1）（ii）Bに違反するかについて，その例をあげれば（A）組
合が排他的雇用協約をもつ，下請負業者に労働者を差し向けることを拒むこと，さらに，そのような拒絶
の目的は組合が争議をする一般請負業者と取引することを止めさせるため，下請業者に強要すること，組
合と排他的雇用協定をもつ使用者の頼みによって，仕事をするためのメンバーを差し向けることの不履行
は当働者による作用の申し合わせた妨害，あるいはストライキを構成する。したがって，これは8条（b）（4）
（ii）及び8条（b）（4）（B）に違反する％
　（B）　もし組合が労働組合に属さない使用者により製造する製作品を装置しない，請負業者の労働者を
勧誘するならば8条（b）④（i）Bに違反する，組合はまた，もしそれが組合レベルでない生産品の製作者と
取引するのをやめさせるため，使用者を威嚇もしくは強要するならば8条（b）（4）（ii）Bもに違反する5）
　（C）　また，組合はたとえ組合が割轄権に関する争議において，割当仕事を得るため一次使用者に強要
することができるといえども，また，法条10条（K）aのもとで，訴訟手続がたとえ局において係争中であ
るといえども，中立の使用老に実行できる仕事をやめさせるため，労働者を激励したり，勧誘したりする
ならば8条（b）④（B）に違反することになる5）。
　（D）　つぎに，もし組合が争議を行なう相手である，一次使用者の業務を弱めるために二次使用者に対
して，それを超こさせ怠業に引込むことを中立の使用者あるいは，二次使用者の労働老を勧誘するなら
ば，その組合は8条（b）（4）（i）Bに違反する7｝。
　（E）組合力い承認させ，または自己と交渉させるため他の使用者を強制し，あるいは，これに要求す
るミことなしに組合に加入するため独立の請負業者である，下請業者を強要せんとして請負業者にピケッ
トしてもよい，しかし組合はk他の者との取引をやめさせるため“下請負業者を強要することによって，
8条（b）（4）（i）Bに違反することになる8）。
　（F）　さらに，もし組合が各種の組合及び非組合請負業者，あるいは下請業者の労働者に彼等の特定の
同業組合（クラフト・ユニオン）に加入することを頼む様子で働らいている，建築敷地にピケットをはる
ならばピケ組合は争議が非組合労働者によるものであるということを，十分明らかにしなければこの条項
に違反する9）。
　　1）Wesley　M・Wilson，　B・S・，　M．　B．　A．，　L．　L．　B．，　Labor　Law　Handbook，1964．　P．261，この本のP．261～226まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一190　一
　にある注を以下そのまま，本注にあげておく。Local　17，　Lithographers（Employing　Lithographers　of　San　Fran－
　cisco）（1961），130　N．　L．　R．　B．985，　enforced（lth　Cir　1962），309　F．2d　31，51L　R．　R．　M，293．
2）Springfield　Bldg．　Trades　Council（Leo　Spear　Constr，　Co．）（lst　Cir．1958），262　F，2d　494，43L．　R．R．　M．
　2320，
3）Local　61，　Upholsterers（Minneapolis　House　Furnishing　Co．）（1961），132　N．　L．　R。B．40．
4）Local　636，　Plumbers（Detroit　Edison　Co、）（D，　C．　Cir．1960），278F．2d　858，45L　R．　R．M．3023．
5）Asbestos　Workers（lnsul－Coustic　Corp．）（1962），139N．　L．　R．B．　No．51．
6）　Loca15，　Plumbers（Arthur　Venneri　Co．）（1962），137N．　L．　R．　B．　No，100，　enforced（D．　C．　Cir．1963），53L．
　R。R．M．2424，
7）Local　1066，　Longshoremen，　ILA（Wiggin　Terminals，　Inc．）（1962），137N．　L．　R．　B．　No．3。
8）　Local　1921，　Carpenters（Spar　Builders，　Inc．）（1961），131N．　L．　R．B．1052．
g）Wilmington　Bldg＆Constr．　Trades　Counci1（James　H．wood）（1960），126N．　L．R．　B612．
（2）　ピケッティングの位置
　ボイコットにともなって行なわれるピケッテイングの位置が問題とされるが，局は以下の4についてそ
れを許している。
　④　一次使用者の労働者が，実際に敷地を与えられている時間に限定されるならば，（ロ）一次使用者の
労働者の作業に接している，正当な場所に限定されるなら，の　ピケットは明白に争議が，一次使用者だ
けに対してであることを証明するならば，⇔　一次使用者の労働者が，一次使用者の正常の業務作業に携
わるならば1）。
　一般的にはこのようにあげているが，具体的ケースに対する判断は以下のごとくである。
　ピケッティングは一次使用者の労働者がコーヒー休みのように一時不参加であるときに続けるならば，
そのピケは一次であって，二次とはされない，このような場所違反となるのはピケが同時に数日間にわた
って一次使用者の労働者不参加の間に発生し，その人達のうち少しだけが敷地に残されたとき，みつける
ことができる2｝。もし一次使用者が，二次使用者の建物に荷上げするため，ハシケで運ぽせ，そして，そ
のような仕事が正常に一次使用者の労働者によってだけ行なわれるならば，そのとき平底の船荷の近くの
ピケはたとえ一次使用者の労働者が建物の上にいないといえども，この条項の違反にはならない3）。また
組合はその取引き先の構内に，一次使用者のトラックを追求することができる。そしてそこにピケをはる
ことができる。もしピケの徴候はその争議が第一一次使用者と行なっているという明らかな申し立てをする
ならば，そのピケは，たとえ一次使用者がピケされるべきではない別の建物にいたとしてもこの条項に違
反しない％
　組合はピケがピケの一般的位置についてNLRBの準標に従って行なわれると，手紙で申し立てるなら
ば同様違反行為にはならない5｝。　しかし一次使用者との争議を公表し，二次使用者の構内にピケを配置し
「そのピケの型は限界はないのだぞ」と手紙で二次使用者に通知するならば，組合は不法な二次活動を構成
する恐れがある。
　　1）Wesley　M．Wilson，　Labor　law　Handbook，　p．266．1964．　Sailors　Union　of　the　I）aciflc（Moore　Dry　Dock　Co．）
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　（1950），92．N．　L．R．　B．549．
2）Electrical　Workers，　IBEW（Plauche　Elec，，　Inc，）（1963），142N．　L，　R．　B．No．119．
3）Local　294，　Teamsters（K．　C．RefrigeratiQn　Co．）（2d　Cir．1960）284　F．2d　887，47　L　R　R．M．2085，　interp－
　ring§8（6）（4）（A）before　changes　effective　in　1959．
4）　Local　28，　Masters，　Mates＆Pilots（Ingram　Barge　Co，）（1963），136　N．　L　h．　B．No．112，　affirnied　on　otheris－
　sues（D．　C．　Cir．1963），53L．　R　R．M．2585．
5）　Local　886，　Teamsters（Stephens　Co．）（1961），133N．　L　R．B．1393．
（3）同盟者原則について
　同盟者原則について実質的に複数の使用者が同じ使用者であるならばそこに雇用されている労働者はそ
れらの使用老にピケができる。したがって二次活動ではない。どのような使用老同志が同盟者とみなされ
るかということが次に問題となる。もし使用者は，中立の二次使用者が，事実上使用者の同盟者であると
いうことを主張したならば，組合は法のこの条項違反なしに同盟者にピケットすることができる。一次使
用者と二次使用者が，たとえ別々の法的実体が一般に認められ統制され，あるいは密接に一貫性ある作業
に携わっているといえども，彼等は法のもとに，単独の使用者のもとに，たしかな情況下に，そして一次
使用者と組合との争議をする当事者である。したがって同盟者であるといえる1）。さらに同盟者に関する
他の分析は，二次使用者の行為に基づいているといえる。もし第三者である使用者が，第一次使用者のス
ト中の仕事を請負い，争議において彼の公然の中立に調和しない行状に携さわるならば，そのような行状
に故意に携さわることによって，第三者使用者は彼の中立資格を放棄してしまったことになり，組合によ
って経済的圧迫に，彼自身さらされていいと認めたと仮定することができる2｝。また一次使用者が，二次
使用者にろいての銀行借款を保障したという単なる事実は，同盟関係の他に比をみない3）証拠ではない。
連邦地方裁は作業の新しい方法の設備に，一次使用者のための仕事を行なう，二次使用者は同盟老ではな
いと判決している4｝。
　さらに，もしトラック輸送商会がそれ自体スト中の使用者によって，正常に運搬される製品を運搬する
ことを，ストライキ開始後に始めるならば，たとえトラック輸送商会が一般の輸送業老であり，そしてす
べての荷主のため業務を行なうための州及び連邦法のもとにおける義務をもつといえども，トラック商会
はスト中の製造業者の同盟者5｝となる。したがってトラック商会は，前に行なったと同様の業務をストラ
イキ後行なうならば同盟者ではないことになる6｝。
　つぎに建設会社が，しばしば材木小売商人から材木を買いそして，その商店は実質上同じ管理者であり
同じ持主をもっており，しかし別々に経営されている場合は材木小売商人は，建設会社の同盟者であるか
どうかは，まだ明らかな決定はないが説が分れている。局は初めから彼等は同盟者であったと判決したが，
裁判所はこれに同意しなかった7｝。これに関連したケースで，二つの企業はたとえそれが共通の持主で同
じ役員で共通の重役をもっているといえども，彼等が別々に経営され，そして自治権ある法人としてかな
り離れて位置していた場合は一つの使用者ではない。もし組合が他方の組合とその争議を連絡して，その
企業の一つにピケするならば組合は8条（b）（4）（li）と（B）に違反することになる8）。
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1）Wesley　M．Wilson，　op．　cit．，　p．269．
2）　United　Steetworkers（Tennessee　Coa1＆lron）（1960），127N．　L　R．B．823．
3）Local　886，　Teamsters（Ada　Transit　Mix）（1961），130N．　L　R．　B．788．
4）M・【・・d・エ・・a1100，　N．Y．　Elect・・ty　p・・s　U・i・n（S・D・N・Y・1962）・49L・　R・　R・M・2945・
5）L。cal　324，　T・am・ters（T・u・k・P・・aters　Leag・・。t　D・e・）（1958）・122N・LR・B・1051・
6）　Local　810，　Teamsters（Fein　Can　Corp．）（1961），131N．　L　R．B．59．
7）C。，P，n・，，、　U・i・n（J．　G．R・y＆・・n・C・．）（・957），118N・LR・B・286・・e…id・（1・・Ci・・1958）・251F・2d
　771，41L．　R．　R．M．2445，　noally　re　lationship　found，120N．　L　R．B．1016．
8）Mi、mi　P，i。・i。g・Pressm・n（K・igh・N・w・p・p・・s）（・962）・138N↓・R・B・N・・37・・n・・rced（D・　C・　Ci・・1963）
　53L．　R．R．M．262．
結語にかえて
　以上のごとく，19世紀後半の労働騎士団より，労使報告公開法までのアメリカにおける，ボイコットに
対する議会・裁判所・労働者・及び局そして使用者のそれぞれの活動について，論じてきたが，一貫して
ボイコット禁止の道を進んできたことが明らかになり，それにもかかわらず初期においては，労働者側は
ボイコットを実行することによって，その生活向上に努め，その効果もあったが，その後「言論の自由」
「衡平の原則」「公正取引」などに反するため，違法であるとする議会及び裁判所は，二次ボイコット及
びそれに附随する組織的・強制的ピケッテイング禁止への道をたどった。
　現時においては労働者の組織も充実し，二次ボイコットよりもストライキをもって，生活の向上に努め
ており，法理論としても争議権に関する具体的分析が重要な位置をしめることになる。
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